
2025年度行政事業レビューシート 厚生労働省

地域健康危機管理対策事業

基本情報

組織情報 府省庁 厚生労働省

事業所管課室 厚生労働省 | 健康・生活衛生局 | 健康課 | 地域保健室

作成責任者 斎藤基輝

その他担当組織 --

基本情報 予算事業ID 002352 事業開始年度 2006 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2025 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

厚生労働省 Ⅰー１２健康危機管理・災害対応力を強化すること
１２－１平時から情報収集を行うとともに、国民の健
康等に重大な影響を及ぼす緊急事態の際の情報集約や
意思決定を迅速に実施する体制を整備すること

https://www.mhlw.go.jp/wp/
seisaku/hyouka/dl/r06_jizenb
unseki/22_I-12-1.pdf

関連事業 -- 主要経費 保健衛生対策費

概要・目的 事業の目的
平時から保健所を中核とする危機管理体制を構築することで、健康危機事例の未然防止を図るとともに、健康危機事例が発生した際における保健師による
健康相談の実施や被災地に対する保健師の派遣による支援を行うこと等によって、拡大抑制を図る。

現状・課題

感染症法や地域保健法の改正に伴い、保健所の体制強化が求められている。
IHEATの法定化に伴い、各保健所設置自治体がIHEAT要員に対して研修を実施することとなり、実践的な訓練を含む研修の実施を求めている。これまでは不
用率が大きくなっているが、健康危機事例発生時に適切な保健活動等を遂行するためにも、本事業の継続は必要である。
また、有事に備えた体制整備が必要であることから、全ての各保健所設置自治体等（157箇所）において本事業を活用してもらうことを目指し、引き続き取
り組んでいく。

事業の概要

以下の事業を行う都道府県、保健所設置市、特別区に対し補助する。

①地域健康危機管理体制推進事業
・関係機関等により構成する協議組織を設置し、総合的な健康危機管理対策を講じる。
・健康危機事例が発生した際には、健康相談やこころのケアなどの保健活動を行うために、保健関係者で構成する派遣体制を整備する。
・新興・再興感染症の拡大に備えるため、IHEATの整備やIHEAT登録者に対する研修を行う。

②地域健康危機管理対策特別事業
・健康危機事例発生時において、健康相談等の地域保健活動を実施する。

事業概要URL --



根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

地域保健法 昭和二十二年法律第百一号 第三条 -- --

関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

地域保健医療等推進事業の実施について --

実施方法 補助

補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

地方公共団体の実施する、地域健康危機管理対策事業に要
する経費を補助。

①地域健康危機管理体制推進事業
【補助率：１／２】
②地域健康危機管理対策特別事業
【補助率：１０／１０】

-- --

備考 --



予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2022 2023 2024 2025 2026

要求額 997,467 637,870 688,652 641,944 --

当初予算 475,782 607,870 641,944 442,005 --

補正予算 -- -- -- -- --

前年度から繰越し -- -- -- -- --

予備費等 -- -- -- -- --

計 475,782 607,870 641,944 442,005 --

執行額 33,430 45,757 128,703 -- --

執行率 7% 7.5% 20% -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算

一般会計 / 厚生労働省 / 厚生労働本省 / 健康危機管理推進費 / 疾病予防対策
事業費等補助金

-- 442,005 --

主な増減理由 -- その他特記事項 --



効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

101: アクティビティ

地方公共団体に対し、地域にお
ける健康危機管理体制の整備及
び強化を図るための補助を行
う。

301: 短期アウトカム

地域における健康危機体制の整
備及び強化のため、本事業の活
用自治体数を増やす

501: 長期アウトカム

本事業を活用した自治体のう
ち、地域の健康危機管理体制の
整備及び強化に効果的に活用で
きた、と回答した自治体の割合
を増やす

201: アウトプット

本事業の活用について自治体に
対して周知し地域の健康危機管
理対策に繋げてもらう



アクティビティからの発現経路 101-201-301-501

アクティビティ 地方公共団体に対し、地域における健康危機管理体制の整備及び強化を図るための補助を行う。

アウトプット

活動目標
本事業の活用について自治体に対して周知し地域の健康危機管
理対策に繋げてもらう

活動指標

地域健康危機管理体制推進事業に係る周知活動（当室参加会
議・自治体説明会等での本事業の説明また活用の周知/メール
等による活用の周知 等）の総数（2024年度から集計開始のた
め、2024年度以前の実績は記載していない。）
※2024年度実績は集計中

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2024年度 2025年度

当初見込み／目標値(回) 3 --

活動実績／成果実績(回) -- --

後続アウトカム
へのつながり

本事業の活用を周知することで活用自治体数を増やし、地域の健康危機管理体制の整備及び強化に繋げてもらうため。

短期アウトカム 成果目標
地域における健康危機体制の整備及び強化のため、本事業の活
用自治体数を増やす

成果指標
地域健康危機管理体制推進事業
事業実施自治体数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

地域保健室調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2022年度 2023年度 目標年度
2024年度 2025年度

当初見込み／目標値(自治体数) 30 34 39 75

活動実績／成果実績(自治体数) 34 39 75 --

達成率(%) 113.3 114.7 192.3 --

後続アウトカム
へのつながり

本事業の活用自治体数の増加に加え、アンケートにおいてより多くの自治体が「地域の健康危機管理体制の整備及び強化に効果的に活用できた」と回答することで有効な事業と判断
出来るため、長期アウトカムとして設定した。



長期アウトカム

成果目標
本事業を活用した自治体のうち、地域の健康危機管理体制の整
備及び強化に効果的に活用できた、と回答した自治体の割合を
増やす

成果指標

本事業を活用した自治体のうち、地域の健康危機管理体制の整
備及び強化に効果的に活用できた、と回答した割合（2024年度
から集計開始のため、2024年度以前の実績は記載していな
い。）
※2024年度実績は集計中

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

自治体へのアンケート調査

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2024年度 最終目標年度
2025年度

当初見込み／目標値(%) 100 100

活動実績／成果実績(%) -- --

達成率(%) -- --

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --



点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善

点検結果

本経費は、危機管理体制を構築することで健康危機事例の未然防止を図るとともに、震災等の健康危機事例が発生した際における保健師等による健康相談
の実施等の支援を行うものである。令和４年度及び令和５年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による保健所の業務逼迫等のため、不用
率が大きくなっていたが、令和６年度において執行額等に顕著な増加が見られており、健康危機事例発生時に適切な保健活動等を遂行するためにも、今後
も引き続き推進すべきと判断する。
また、令和７年度以降の事業実施については、令和６年度までのIHEAT研修、保健所・地方衛生研究所等における実践型訓練の好事例の展開を図ることで、
現場へのフィードバックも行っていくことを検討している。

目標年度における効果
測定に関する評価

執行率は増加の傾向にあるが、未だ不用は発生している。今年度より、好事例のノウハウの実践に活かすための協力もいただきながら、自治体に対しより
一層の周知を図っていくことが重要であると考える。

改善の方向性
健康危機管理体制推進事業において、予算の執行率は改善してきており、事業実施自治体数も飛躍的に増加しているため、引き続き事業の周知と執行に努
める。

外部有識者によ
る点検

点検対象 -- 最終実施年度 2023

対象の理由 --

所見 --

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 -- 詳細 --

所見を踏まえた
改善点／概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 --

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細 --

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項 --



支出先
資金の流れ

厚生労働省

128,703 千円

A. 都道府県　市区町村

128,703 千円

支出先の数: 75

事業実施にかかる研修参加の旅

費・講師の謝金支払、研修会場

借り上げ、資料印刷等



支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A 都道府県　市区町村 128,703 75
事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会場借り
上げ、資料印刷等

支出先名 支出額 法人番号

東京都 32,150 8000020130001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

32,150 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

石川県 20,480 2000020170003

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

20,480 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

川崎市 9,714 7000020141305

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

9,714 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

宮崎県 4,949 4000020450006

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会場
借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

4,949 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号



北海道 4,571 7000020010006

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

4,571 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

佐世保市 4,343 5000020422029

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

4,343 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

福島県 3,054 7000020070009

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

3,054 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

青森県 2,973 2000020020001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

2,973 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

埼玉県 2,195 1000020110001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由



事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

2,195 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

山形県 2,005 5000020060003

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

2,005 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

その他 42,269 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

事業実施にかかる研修参加の旅費・講師の謝金支払、研修会
場借り上げ、資料印刷等
補助金等交付 

42,269 65 -- --

費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A 東京都
事業実施にかかる研修参加の旅
費・講師の謝金支払、研修会場
借り上げ、資料印刷等

報酬 会計年度任用職員報酬 2,256

-- -- -- 報償費 外部講師謝金等 4,317

-- -- -- 通信運搬費 郵便代、通信費 989

-- -- -- 消耗品費 消耗品の購入 21,869

-- -- -- 印刷製本費 印刷費 2,568

-- -- -- 旅費 旅費 151

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --



その他備考

--


